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はしがき 

 
 

平成 29 年４月 26 日、「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に 

関する法律の一部を改正する法律」が公布され、同年 10 月 25 日に施行され、

新たな住宅セーフティネット制度が開始されました。 

この制度は、空き家・空き室を活用して、低額所得者、高齢者、障害者、子

育て世帯等の住まい探しにおいて特にお困りのことの多い、いわゆる住宅確保

要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録制度の創設をはじめ、登録住宅の改

修・入居への経済的支援等が盛り込まれた制度です。 

 
日本では、65 歳以上の高齢者の単身世帯や、生活保護受給世帯数は大幅に増

加し、若者・子育て世帯を見ると、収入が減少する世帯が増加しています。 

このような状況の中、住宅のストックを見ると、公営住宅の管理戸数につい

ては大幅な増加は見込めず、一方、民間の住宅では空き家や空き室が増加して

いますが、その中には活用可能なものも多く存在しています。 

こうした民間住宅の空き家・空き室を活用し、要配慮者向けの住宅確保を目

指す制度が、新たな住宅セーフティネット制度です。 

 
この制度においては、賃貸人の方々に、要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅

を提供いただく必要があります。しかし、家賃滞納、孤独死、事故・騒音等へ

の不安から、要配慮者の受け入れに不安を持つ方もいらっしゃいます。賃貸住

宅を提供いただくためには、賃貸人の方々の制度へのご理解や不安の払拭が必

要です。 

 
このため、「住宅セーフティネット制度活用ハンドブック研究会」におい

て、賃貸人の不安を払拭し、住宅セーフティネット制度の活用が促進されるよ

う、よくいただくご質問とその答えをまとめた「大家さん向け住宅確保要配慮

者受け入れハンドブック」を作成しました。あわせて、大家さんからの相談を

受ける仲介業や賃貸管理業などの不動産関係団体をはじめとする関係者の方々

に制度へのご理解を深めていただくために、ハンドブックの解説や住宅セーフ

ティネット制度の概要、お役立ち情報を掲載した解説版を作成いたしました。 

 
ハンドブック及び解説版が広く活用され、賃貸人をはじめ多くの関係者の制

度へのご理解が深まり、住宅確保要配慮者の安心した暮らしの一助となること

を期待いたします。 
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